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卸売・小売業に係る経営力向上に関する指針 

第１ 現状認識 

１ 卸売・小売業全体の傾向 

卸売業の国内の市場規模は三百二十七・七兆円、小売業の国内の市場規模は百四十

一・二兆円であり、ともに、近年は横ばい傾向である（平成二十六年）。 

卸売・小売業の経営形態は多様化し、製造及び小売の機能を併せ持つ製造小売を行う事

業者のほか、電子商取引の進展等に伴う新たな事業者の増加が見られる。卸売業においては、

小売店の減少等による国内市場規模の縮小、同業種に属する事業者との競争の激化、卸売企

業相互間の合併等による寡占化の進行等により、事業者は厳しい環境に置かれている。他

方、訪日外国人需要の増加に対する対応、海外展開の進展等、新たな需要を取り込む動き

も大企業を中心に見えつつある。従来に比べ、業種又は業態による区別は希薄化しており、

今後、顧客データの活用によるマーケティング等により、消費者の需要を取り込むための

創意工夫が中小企業者等にも普及することが予想される。 

事業所数は、卸売業では約三十七万事業所、小売業では約百三万事業所であり、卸売・小売

業で、全産業の事業所の二五・八％を占めているが、少子化等の影響で事業所数は減少傾向

にある（平成二十三年）。 

従業者数は、卸売業では約三百八十万人、小売業では約七百四十万人であり、卸売・小

売業で、全産業の事業者数の二十一・六％を占めている（平成二十三年）。 

労働生産性は、卸売業では七百四十七万円／年・人、小売業では三百四十四万円／年・人で

あり、小売業は全産業平均（四百八十万円／年・人）に比べて低い水準になっている。

（平成二十三年）。 

技術動向については、店舗への集客及び売上の増加に寄与するいわゆるモノのイン 

ターネット等の最新技術を積極的に取り入れているのは、一部の大手企業のみであり、

事業分野全体では最新技術の普及は進んでいない。例えば、流通ＢＭＳ（製造事業者、卸

売事業者及び小売事業者が統一的に利用できる電子データ交換システムをいう。以下同

じ。）の導入状況は、卸・メーカーは、四十九・二％、小売は三十八・六％となっている

（二〇一五年）。 

２ 政府目標 

事業者が生産性向上の取組を行うことにより、卸売・小売業を含むサービス業の労働生

産性の伸び率を二〇二〇年までに二・〇％とすることが政府目標となっている（「日本再

興戦略」改訂二〇一五（平成二七年六月三〇日閣議決定））。 

第２ 経営力向上の実施方法に関する事項 

１ 計画期間 

計画期間は三年ないし五年間とする。 

２ 要件 

イ 現に有する経営資源を利用する場合
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労働生産性の向上を支援に当たっての判断基準とする。労働生産性について、五

年間の計画の場合、計画期間である五年後までの目標伸び率が二％以上のものを求め

る。計画期間が三年間の場合は一％以上の目標を、四年間の場合は一・五％以上の目標

を求める。 

なお、計画期間が終了した時点での労働生産性の値は正となることを求める。 

ただし、事業規模等を勘案して弾力的に目標を設定することを認めることができ

ることとする。 

地域の中核的な企業を中心とした取組に係る申請その他のグループによる申請に

ついては、グループ全体としての経営指標又は参加者個々の経営指標のいずれでも用

いることができることとする。 

注）労働生産性とは、営業利益、人件費及び減価償却費の合計を、労働投入量（労働

者数又は労働者数に一人あたり年間就業時間を乗じたもの。）で除したものとす

る。 

ロ 他の事業者から取得した又は提供された経営資源を利用する場合 

（１） 事業承継の促進 

特定事業者等が事業承継等（中小企業等経営強化法第二条第十項第九号に掲

げるものを除く。）を行う場合にあっては、次に掲げる取組を支援対象とする。 

①  事業の継続が困難である他の事業者の事業を承継するもののうち、事業  

の経営の承継を伴う取組 

②  他の事業者の事業を承継するもののうち、事業承継等による経営資源の

組合せを通じて経営力の向上を目的とする取組 

 

（２） 経営指標 

当該制度は中小企業等の生産性向上を支援するものであるから、労働生産性

の向上を支援に当たっての判断基準とする。労働生産性について、五年間の計画

の場合、計画期間である五年後までの目標伸び率が二％以上のものを求める。計画

期間が三年間の場合は一％以上の目標を、四年間の場合は一・五％以上の目標を求

める。 

なお、計画期間が終了した時点での労働生産性の値は正となることを求める。 

ただし、事業規模等を勘案して弾力的に目標を設定することを認めることが

できることとする。 

地域の中核的な企業を中心とした取組に係る申請その他のグループによる申

請については、グループ全体としての経営指標又は参加者個々の経営指標のい

ずれでも用いることができることとする。 

注）労働生産性とは、営業利益、人件費及び減価償却費の合計を、労働投入量 

（労働者数又は労働者数に一人あたり年間就業時間を乗じたもの。）で除したも
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のとする。 

第３ 経営力向上の内容に関する事項 

１ 経営力向上の内容に関する基本的事項 

自社の経営環境を把握し、その強み及び弱みを認識するため、自社の経営状態等を可

視化する。その際、競争環境の変化を常に意識し、自社の強み及び弱みを見直すことが重

要である。 

その上で、必要な作業内容及びその手法を精査し、付加価値を生まない作業を省力

化するため、受発注に係るシステム等についてＩＴを利用する。なお、これは、サプ

ライチェーン全体の生産性向上にも寄与する。 

これらの省力化を通じて生じた資金又は従業員の余力を差別化による付加価値創出

に活用するため、営業活動及び人材育成の強化が必要である。その際、ＩＴの利用を

通じて得られたデータを、顧客の需要の把握及び適切な商品又はサービスの適時での

提供に活用することが重要である。 

２ 卸売業又は小売業の別による経営力向上の内容に関する事項 

Ⅰ 卸売業 

現に有する又は他の事業者から取得した又は提供された経営資源に関し、一のイか

らホまでに掲げる事項を、二の表の上欄に掲げる事業者の規模に応じ、同表下欄に掲げる

ところにより、実施することとする。 

一 実施内容 

事業者は、その経営戦略に応じ、次に掲げる事項を組み合わせて実施することが

効果的であることに留意する。特に中小企業は、その取組方法についても、負担が

少なくなるよう、他社と連携し、若しくは共同し、又は他の事業者から事業承継等

を行うことにより取り組むことも効果的であることに留意する。 

イ 経営状態の把握 

経営管理に関する事項 

（ⅰ） 自主管理指標の活用 

企業の規模によらず、「ローカルベンチマーク」（企業の経営者等や支援機関

が、企業の経営状態を把握し、事業者と認定経営革新等支援機関が互いに対話を

行うための基本的な枠組みをいう。以下同じ。）の各指標その他業態の特性を踏

まえた指標の活用により、自社の経営管理を行う。 

（ⅱ） 経営全体のマネジメント 

支店を有している場合は、事業所間での成功事例の共有、予算実績差異分析に基

づくＰＤＣＡサイクルの構築、顧客管理、商品管理及び人材管理に係る業務標準の

確立及びルーティーン化その他の事業所を横断した経営管理を行う。 

ロ ＩＴ及び設備並びに物流効率化手法等の利用 

（１） ＩＴ及び設備に関する事項 

（ⅰ） ＩＴの推進 
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営業力の強化による新規顧客の獲得のために、営業支援システム、顧

客管理システム、需要動向等のデータを分析するシステムその他の情報

システムを構築する。また、財務、会計、人事、給与管理等に、一般に販

売されている業務用ソフトウェア又はクラウドサービス等の標準的な

システムを導入することにより、管理部門の業務の効率化を推進する。 

なお、その際には、不正なアクセス等による情報漏洩対策等を講じるよ

う留意する。 

（ⅱ） 設備の省エネルギー及び省力化の推進 

空調、照明、冷凍・冷蔵機器等の設備の最適な管理及び既存の設備と比

べて高効率な省エネルギー設備、商品の搬入、出荷等の作業を省力化する

設備等の導入を促進し、エネルギー効率を高める。 

（ⅲ） ロボットの導入又は増設 

人が行う業務を代替し、若しくは支援し、若しくは既存の設備を代替す

る等のためのロボットを導入し、又は増設することにより、労働投入量を

低減させ、又は製品及びサービスの量若しくは質を向上させる。 

（２） 物流業務の効率化等に関する事項 

従業員に対するコスト意識の徹底を図り、「トータル・クオリティ・マネジメ

ント（ＴＱＭ）」（組織的に製品の品質向上に取り組むトータル・クオリテ

ィ・コントロールを発展させたもので、製造工程に限らず、接客業務、業務管理

等の内容の均等化等、経営全体の質を向上させる経営手法をいう。）等を通じ

て、受発注、庫内作業及び配送に係る業務の効率化を行う。 

（ⅰ） 受発注業務については、電子的な受発注に係る標準的なシステムであ

る流通ＢＭＳその他のインターネットを利用した「エレクトロニック・

データ・インターチェンジ（ＥＤＩ）」（電子データ交換を行うシステ

ムをいう。）の導入による業務効率の向上を図る。 

（ⅱ） 庫内作業については、商品の保管場所を配送場所別に管理する等、入

庫及び出庫作業の標準化を行う。また、電子タグの活用等で物流業務の効

率化を図る。 

（ⅲ） 配送業務については、他の事業者と連携又は共同して行うことにより、

同一地域における自動車の数を減らして効率化を図る。 

（ⅳ） 品質保持の必要な商品については、冷蔵・冷凍機器等の設備を適切に

配したコールドチェーンを整備する。 

ハ 営業活動の強化 

（１） 取引先支援（リテールサポート）の強化に関する事項 

多様化する消費者の需要を的確かつ迅速に把握し、及び分析することに

より、取引先に貢献するとともに、取引先との関係を強化し、取引の継続及び

拡大を実現する。 

具体的には、小売店その他の取引先に対し、ＰＯＳデータ等の解析による品
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揃え、売場づくり、販売促進等の営業活動の支援等を、積極的かつ継続的に提

案し、及び実施する。また、卸売事業者自らによるインターネットを用いた商

品の販売又は直営店の開設により、消費者の需要を把握する。さらに、取引先

である小売店を加盟店とする「ボランタリーチェーン」（卸売事業者が小売店

を組織化し、当該小売店に対して支援を行うことによって小売店の売上又

は利益の増加に寄与し、結果的に卸売事業者自らの売上又は利益の増加を

図る仕組みをいう。以下同じ。）を構築することで、規模の経済性を追求す

る戦略も検討する。 

（２） 新規取引先の開拓及び商圏の拡大に関する事項 

既存の商圏内での販売網を拡大させるとともに、商圏自体も拡大し、新た

な取引先を開拓する。 

なお、商圏開拓に当たっては、効率的な事業運営が可能となるよう計画的に

推進する。 

（３） 取扱商品の差別化に関する事項 

売上拡大及び市場開拓のために、市場調査に基づき、合理的に価格及び販売

形態を決定する。具体的には、取扱商品の種類を可能な限り総合的に拡大する

か、又は可能な限り少ない専門的品揃えにするかについて、競合他社の動向等

を踏まえて決定する。 

また、取扱商品の差別化のために、独自で自社商品（プライベートブラン

ド商品）を開発する。ただし、中小規模の卸売事業者については、商圏を異に

する卸売事業者と共同で開発することも検討する。 

ニ 人材育成の強化 

卸売業の取引先支援（リテールサポート）活動、商品化に関する計画策定、Ｉ 

Ｔの推進等を的確に履行し成果を上げるため、経営幹部も含めた人材の教育訓

練計画を作成する。なお、小規模事業者については、一人で複数の業務を担ってい

る従業員も多く、状況に応じて柔軟に多様な業務に対応することができる人材の育

成が重要であることを、教育訓練計画の作成に当たって留意する。 

教育訓練の実施に当たって、社内に教育訓練に係る知見がない場合は、外部の公

共機関、事業者団体等が主催する研修会等を積極的に活用する。 

ホ 経営資源の組合せ 

商品の生産若しくは販売又は役務の提供の方法を効率化するため、現に有す

る経営資源及び他の事業者から取得した又は提供された経営資源を有効に組み

合わせて一体的に活用する。 

二 規模別の整理 

一のイからホまでに掲げる経営力向上の内容に関する事項について、規模別に分

類すると、次の表のとおりである。当該事業者が掲げる労働生産性の目標値を達成する

ために必要と認められる事項について、選択して取り組むことが求められる。 
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規 模 経営力向上の内容に関する事項 

 

経営状態の把握 

ＩＴ及び設

備並びに物

流効率化手 

法等の利用 

 

営業活動の

強化 

 

人材育成の

強化 

 

経営資源の

組合せ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
小規模 

（売上

高三億

円未満 

） 

・事業所毎の損

益管理 

・ＰＤＣＡサイ

クルの徹底 

・管理部門

のＩＴ化 

・業務の標

準化 

・省エネル

ギー設備

又はロボ

ットの導

入 

・取扱商品

の専門的

な品揃え

の充実 

・ホームペ

ージの作

成及び充

実による

商品情報

等の発信 

・インター

ネット販

売の実施 

・商圏を異

にする卸

売事業者

との共同

での自社

商品の開 

発 

・外部の公

共機関、

事業者団

体等が主

催する研

修会等を

活用した

多能な人

材育成 

・商品の生産

若しくは販

売又は役務

の提供の方

法を効率化

するため、

現に有する

経営資源及

び他の事業

者から取得

した又は提

供された経

営資源を有

効に組み合

わせて一体

的に活用 

 
 

中規模 

（売上

高三億

円以上

三十億

円 未

満） 

・事業所毎の予

算策定と予実

管理 

・ＰＤＣＡサイ

クルの徹底 

・業務の標

準化 

・ＴＱＭ活

動の実施 

・保管、配

送等の業

務の他社

との連携

又は共同

化 

・取引先支

援（リテ

ールサポ

ート）体

制の強化 

・取扱商品

の専門的

な品揃え

の充実 

・教育訓練

計画の作

成 

・商品の生

産 若 し く

は 販 売 又

は 役 務 の

提 供 の 方

法 を 効 率

化 す る た

め、現に有

する経営   

資源及び   
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  ・電子的な

受発注シ

ステムの

導入等に

よる業務

の効率

化、新規

顧客の獲

得等のた

めの情報

の高度利

用 

・省エネル

ギー設備

又はロボ

ットの導

入 

・ホームペ

ージの充

実による

商品情報

等の発信 

・インター

ネット販

売又は直

営店の開

設による

消費者等

ニーズの

収集 

・商圏の拡

大（ 国 

内） 

 他 の 事 業

者 か ら 取

得 し た 又

は 提 供 さ

れ た 経 営

資 源 を 有

効 に 組 み

合 わ せ て

一 体 的 に

活用 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
中 堅

（売上

高三十

億円以

上） 

・事業所毎の予

算策定と予実

管理 

・事業所を支援

する本部機能

の強化 

・ＰＤＣＡサイ

クルの徹底 

・業務の標

準化 

・ＴＱＭ活

動の実施 

・保管、配

送等業務

の外部委

託の検討 

・電子的受

発注シス

テムの高

度化等に

よる業務

の効率

化、新規

顧客の獲

得等のた

めの情報

の高度利 

・取引先支

援（リテ

ールサポ

ート）体

制の強化 

・取扱商品

の総合的

な品揃え 

・インター

ネット販

売又は直

営店の開

設による

消費者等

ニーズの

収集 

・ボ ラ ン タ

リ ー チ ェ

ー ン 組 織

の構築  

・教育訓練

計画の作

成 

・部門別教

育体制の

構築 

・商品の生

産 若 し く

は 販 売 又

は 役 務 の

提 供 の 方

法 を 効 率

化 す る た

め、現に有

す る 経 営

資 源 及 び

他 の 事 業

者 か ら 取

得 し た 又

は 提 供 さ

れ た 経 営

資 源 を 有

効 に 組 み

合わせて  

一体的に  
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  用 

・省エネル

ギー設備

又はロボ

ットの導

入 

・商圏の拡

大 （ 海 

外） 

 活用 

 
Ⅱ 小売業 

現に有する又は他の事業者から取得した又は提供された経営資源に関し、一のイか

らホまでに掲げる事項を、二の表の上欄に掲げる事業者の規模に応じ、同表下欄に掲げる

ところにより、実施することとする。 

一 実施内容 

事業者は、その経営戦略に応じ、次に掲げる事項を組み合わせて実施することが効果

的であることに留意する。特に中小企業は、その取組方法についても、負担が少なくな

るよう、他社と連携し、若しくは共同し、又は他の事業者から事業承継等を行うことによ

り取り組むことも効果的であることに留意する。 

イ 経営状態の把握 

（１） 「経営管理」に関する事項 

（ⅰ） 自主管理指標の活用 

企業の規模によらず、「ローカルベンチマーク」の各指標その他業態の特

性を踏まえた指標の活用により、自社の経営管理を行う。 

（ⅱ） 経営全体のマネジメント 

チェーン展開している場合は、店舗を横断した経営管理を行う。具体的

には、店舗間での成功事例の共有、予算実績差異分析に基づくＰＤＣＡサイ

クルの構築、顧客管理、商品管理、人材管理、オペレーション標準の確立及

びルーティーン化等が有効である。 

これらを経営者が理解し、自社のビジネスモデルに適した経営管理を行

うことが求められる。 

ロ 仕入活動及び経費管理に関するＩＴ及び設備の利用等 

（１） 仕入活動及び在庫管理に関する事項 

サプライチェーン全体を効率化するために、製造事業者、卸売事業者及び小

売事業者による連携又は協業を進める。具体的には、電子的な受発注に係る標準

的なシステムである流通ＢＭＳを利用した取引先とのシステムの標準化を図る。 

また、販売に係るデータの分析等を踏まえた販売に係る予測に基づき、仕入及

び在庫の計画を策定することにより、在庫量を適正に管理し、販売機会の逸 
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失を防止し、及び在庫の廃棄量を削減する。 

特に、小規模な事業者については、ボランタリーチェーンへの加入により、仕

入の共同化による規模を活かした仕入交渉力の強化、共同の受発注に係るシ

ステムの導入、効率的な経営をしている加盟店の経営ノウハウ等に関する情

報収集等を図る。 

（２） 経費管理に関する事項 

（ⅰ） 経費項目全体の把握 

業務の流れを整理した上で、ＰＯＳシステム、会計ソフトその他の経費を

容易に把握できる情報システムを導入する。 

（ⅱ） 経費の最適化 

（イ） 販売促進費の最適化 

複数店舗を運営している企業又はボランタリーチェーンに加入し

ている企業については、各店舗が個別に発注している商品を本社等

による一括購買に切り替える。一店舗のみの場合においても、タブレ

ット端末等を利用したモバイルレジの導入、合見積もりの実施、従業

員に対するコスト意識の徹底等を行う。 

（ロ） エネルギーコストの最適化（省エネルギーの取組の推進） 

エネルギー・マネジメント・システムの導入、省エネルギー診断の受

診その他の方法により、空調、照明、冷凍・冷蔵機器等の設備の稼働状況

等を適切に把握し、空調運転時の室内温度の最適な管理、不要な照明の

消灯等を実施するとともに、既存の設備と比べて高効率な 省エネル

ギー設備等を導入し、エネルギー効率を高めることにより、コスト削

減を図る。 

（ⅲ） オペレーションの効率化に関する事項 

オペレーションの効率化を進めるため、集中化、標準化、平準化、機械

化及び外注化を図る。具体的には、複数店舗を運営している場合、各店舗で

行っていた作業をプロセスセンター、セントラルキッチンその他の店外にお

ける拠点で一元的に処理する。また、ＰＯＳシステム又は気象予報と連動し

た自動発注システムの導入による発注に係るコストの削減、ＰＯＳシステム

と会計システムの連動による会計事務の省力化、ＩＴ又はロボットの活

用による棚卸作業の効率化、電子タグを活用したサプライチェーンの効

率化等を実施する。この際、社内で実施する必要がないと考えられる業務は、

他社との連携又は外注化により対応する。加えて、各作業において、特定の

従業員でなくとも容易に当該作業を行うことができるよう業務マニュアルを

整備する。その際、業務マニュアルは、従業員が活用することにより、継続

的に改善される仕組を構築する。 
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なお、これらの事項を検討するに当たっては、製造業における知見（店舗

のバックヤードを含めた効率的な動線の設計等）を活用することも有効

である。 

ハ 営業活動の強化 

（１） 出店又は退店に関する方針に関する事項 

（ⅰ） 出店 

人口、購買力、消費者の需要、競争環境、商品調達先からの配送時間、法

令による規制、道路交通環境の整備の状況等について情報の収集及び分

析を行い、立地地点に関する評価を行い、及び収益予測を行う。 

（ⅱ） 退店 

時間の経過による商圏の状況変化に対応するため、不採算店舗に対す

る対応を速やかに行う。 

なお、退店に当たっては、地域の住民の生活及び経済に対する影響を考慮

し、事前に地方公共団体等に相談する等の対応を行うことが望ましい。 

（２） マーケティング活動に関する事項 

（ⅰ） 客数増加に関する事項 

商圏における消費者の需要又は競争環境に応じて、適時、商品又はサービス

の提供を行うことができるよう、品揃え、価格設定、販促方法等に関するマーケ

ティング戦略を策定し、実行する。具体的には、ＰＯＳレジ、タブレット端末

等を利用したモバイルレジ等により得られた購買履歴を活用する ことによ

り、地場商品の発掘及びプライベートブランド商品の開発による 独自商品

の品揃えの充実、品質の向上、「毎日低価格戦略」（特売期間を設けず、商品

を毎日低価格で提供し、消費者に値ごろ感を感じてもらうことにより、集客を図

る価格戦略をいう。）、「ハイ・アンド・ロー・プライシング」（集客のため

に一部の商品を値引き販売し、他の商品も併せて購買してもらうことにより、

利益の確保を図る価格戦略をいう。）その他の価格政策の採用、「フリークエ

ント・ショッパーズ・プログラム（ＦＳＰ）」（ポイントカード等により顧客

毎の購買に係るデータを把握し、顧客層別に特典 を変えることにより、優良

固定客の維持及び拡大を図るマーケティング手 法をいう。）による顧客囲込

み、スマートホンアプリ等を用いた各顧客の購買履歴に基づく割引等に関する

マーケティング戦略を策定し、実行する。また、クレジットカード又は電子マ

ネーに係る決済システムの導入等により、決済の利便性の向上を図る。 

加えて、訪日外国人の需要の取込を図る。具体的には、店内掲示及び商品の

表示の多言語対応、消費税の免税対応、クレジットカード等に係る決済システ

ムの導入等を図る。 
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なお、クレジットカード等に係る決済システムの導入に当たっては、偽造ク

レジットカードの不正使用を防止するために、ＰＯＳレジ端末等による 

ＩＣクレジットカード対応についても併せて実施することを積極的に検討

することが望ましい。 

（ⅱ） 客単価向上に関する事項 

客単価向上には、顧客一人当たりの平均購買単価の向上又は購買点数

の増加が必要である。 

顧客一人当たりの平均購買単価を向上させるためには、ＩＴの利用等

を通じて得られたデータを活用し、顧客の需要を的確に把握し、適時、魅力

ある商品又はサービスを提供する。また、商品又はサービスの価値を顧客に

正確に伝えて理解してもらうことで、価格競争から脱却し、当該商品又はサ

ービスに見合った価格で販売することができる。 

顧客一人当たりの購買点数を増加させるためには、発注精度の向上に

よる欠品率の減少、クロスマーチャンダイジング（異なる種類であっても

関連する商品を組み合わせて、同じ売場で販売することをいう。）、店内

掲示等により非計画購買を誘発する。 

（３） 購買行動の刺激に関する事項 

販売機会の増大並びに安心・安全かつ円滑な決済方法及び商品の多様な受

取方法の提供を通じて、購買行動を刺激する。具体的には、販売機会を増大させ

るために、電子商取引、移動販売その他の無店舗販売の手法を積極的に導入する

とともに、対象となる顧客の需要に応じた品揃え、価格設定、情報提供、集客方

法及び販促活動に関するマーケティング戦略の策定等を実施する。また、電子商

取引については、ホームページのデザイン、更新頻度等にも留意する。 

ニ 人材育成の強化 

経営状態を把握し、ＩＴの利用を推進し、営業活動の強化を図り、並びに自社の強

み及び経営環境に応じたビジネスモデルを構築し、及び実行するために、特に経営者、

店長等のマネジメント人材を含めたこれらの取組を実施することができる人材を育成

する。具体的には、研修等の社内育成制度、従業員満足度を高める人事制度（成果報酬

制度、社員評価制度等）、人材を確保するための採用及び任用制度、店舗間での成功

事例の共有方法等を整備する。 

また、従業員の意欲及び能力を最大限に引き出すため、経営理念を共有するととも

に、マニュアルに記載された対応以外の適切な対応を行うことができるよう教育を行

い、従業員満足を高める。 

さらに、個別の事業者では実施が難しい分野のＯｆｆ-ＪＴ及び自社で研修を実

施することが難しい特定事業者等については、地域の支援機関、大学、有識者等と

連携して先進的な研修を開発し、及び実施する。 
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ホ 経営資源の組合せ 

商品の生産若しくは販売又は役務の提供の方法を効率化するため、現に有する

経営資源及び他の事業者から取得した又は提供された経営資源を有効に組み合わ

せて一体的に活用する。 

二 規模別の整理 

一のイからホまでに掲げる経営力向上の内容に関する事項について、規模別に分

類すると、次の表のとおりである。当該事業者が掲げる労働生産性の目標値を達成する

ために必要と認められる事項について、選択して取り組むことが求められる。 

 
 

 

 

規 模 

経営力向上の内容に関する事項 

 

経営状態の

把握 

仕入活動及び経費

管理に関するＩＴ

及び設備の 

利用等 

 

営業活動の

強化 

 

人材育成の

強化 

 

経営資源の

組合せ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

小規模 

（売上

高一億

円未満 

） 

・店舗毎の

損益管理 

・ＰＤＣＡ  

サイクル

の徹底 

・事務作業のＩ 

Ｔ化 

・ボランタリーチ

ェーン等のネッ

トワークを活用

したＩＴの導入 

・ボランタリーチ

ェーン等のネッ

トワークを活用

した情報収集 

・ボランタリーチ

ェーン等のネッ

トワークを活用

した仕入交渉力

の獲得 

・省エネルギー 

の取組 

・接客から

得 ら れ る

顧 客 の 需

要 に 関 す

る 情 報 に

応 じ た 品

揃 え 及 び

き め 細 や

かな接客 

・地域の支援

機関等との

連携による 

研修 

・経営理念の

共有 

・マニュアル

に記載され

た対応以外

の適切な対

応を可とす

る教育 

・商品の生

産若しく

は販売又

は役務の

提供の方

法を効率

化するた

め、現に有

する経営

資源及び

他の事業

者から取

得した又

は提供さ

れた経営

資を有効

に組み合

わせて一

体的に活用 

中規模 ・店舗毎の ・事務作業のＩＴ ・出店又は ・地域の支 ・商品の生 
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（売上

高一億

円以上

十億円

未満） 

予算策定

と予実管

理 

・ＰＤＣＡ  

サイクル

の徹底 

 化 

・ＩＴ又はロボッ

トの活用による

棚卸作業の効率

化 

・業務の外注化 

・ Ｐ Ｏ Ｓ シ ス テ

ム、ＦＳＰ等に

よ る デ ー タ 分

析 

・スマートホン

アプリを用いた

販促 

・ 製 造 業 に お け

る知見の活用 

・ボランタリーチ

ェーン等のネッ

トワークを活用

した情報収集 

・ボランタリーチ

ェーン等のネッ

トワークを活用

した仕入交渉力

の獲得 

・省エネルギーの

取組 

 退店に関す

る戦略の策

定 

・ 商 圏 の 顧

客 ニ ー

ズ 、 購 買

履 歴 を 踏

ま え た 品

揃 え 、 売

価 設 定 及

び 販 売 促

進 

 援機関等と

の連携によ

る研修 

・経営理念

の共有 

・マニュア

ルに 記 載

さ れ た 対

応 以 外 の

適 切 な 対

応 を 可 能

と する教

育 

・店長人材

の育成 

・店舗間で

の成 功 事

例 の 共有 

・人材育成、

人事制度、

採用・任用

制 度 の 整

備  

・現場からの     

意見の集約 

産若しくは

販売又は役 

務の提供の

方法を効率

化 す る た

め、現に有

する経営資

源及び他の 

事業者から

取得した又

は提供され

た経営資源 

を有効に組

み合わせて

一体的に活

用 

中 堅

（売上

高十億

円 以

上） 

・ 店 舗 毎 の

予 算 策 定

と 予 実 管

理 

・店舗を支 

・事務作業のＩ

Ｔ化 

・ＰＯＳシステ

ム、ＦＳＰ等

によるデータ 

・ 出 店 又 は

退 店 に 関

す る 戦 略

の策定  

・地域の支

援機関等

との連携

による研

修 

・ 商 品 の 生

産 若 し く

は 販 売 又

は 役 務 の 

提供の方 
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援する本

部機能の

強化 

・ Ｐ Ｄ Ｃ Ａ

サ イ ク ル

の徹底 

分析 

・スマートホンア

プリを用いた販

促 

・無人レジの導

入 

・プロセスセン

ター、セント

ラルキッチン

等の一括処理

拠点の活用 

・ 自 動 発 注 の 導

入 

・ Ｉ Ｔ 又 は ロ ボ

ッ ト の 活 用 に

よ る 卸 売 作 業

の効率化 

・業務の外注化 

・製造業におけ

る知見の活用 

・事業者の規模

を活かした仕

入交渉（必要

に応じてボラ

ンタリーチェ

ーンを活用） 

・省エネルギーの

取組 

・ 商 圏 の 顧

客 ニ ー

ズ 、 購 買

履 歴 を 踏

ま え た 品

揃 え 、 売

価 設 定 及

び 販 売 促

進 

・ 経 営 理 念

の共有 

・ マ ニ ュ ア

ル に 記 載

さ れ た 対

応 以 外 の

適 切 な 対

応 を 可 能

と す る 教

育 

・ 店 長 人 材

の育成 

・ 店 舗 間 で

の 成 功 事

例の共有 

・人材育成、

人事制度、

採用・任

用制度の

整備 

・ 現 場 か ら

の 意 見 の

集約 

法 を 効 率

化 す る た

め 、 現 に

有 す る 経

営 資 源 及

び 他 の 事

業 者 か ら

取 得 し た

又 は 提 供

さ れ た 経

営 資 源 を

有 効 に 組

み 合 わ せ

て 一 体 的

に活用 

 
第４ 海外において経営力向上に係る事業が行われる場合における国内の事業基盤の維持

その他経営力向上の促進に当たって配慮すべき事項 

１ 国内の事業基盤の維持 
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国は、海外における経営力向上のための事業が行いやすい事業環境の整備を行うと

ともに、中小企業等が国内において本社の維持等に努めるよう促す。 

２ 雇用への配慮 

国は、人員削減を目的とした取組を計画認定の対象としない等、雇用の安定に配慮する

ものとする。組織再編行為が従業員等に与える影響が大きいことに鑑み、事業承継等を行

う場合にあっては、特に配慮するものとする。 

３ 地域経済の健全な発展 

国は、地域経済の健全な発展に配慮するため、地域経済やサプライチェーンの維

持・強化に資する事業承継等を促進するものとする。 

４ 計画進捗状況についての調査 

国は、経営力向上計画の進捗状況を調査し、把握する。また、経営力向上計画の進捗

を事業者自ら定期的に把握することを推奨し、事業者の行った自己評価の実施状況を把

握する。 

５ 外部専門家の活用 

国は、経営力向上計画の認定、計画進捗状況の調査及び指導・助言に際しては、そ

の事業内容、経営目標が適切か否かを判断するに当たって、必要に応じて認定事業分

野別経営力向上推進機関及び認定経営革新等支援機関その他の専門家の知見を活用す

る。 

６ 信頼性のある計算書類等の作成及び活用の推奨 

国は、中小企業等に会計の定着を図り、会計の活用を通じた経営力の向上を図ること

に加え、中小企業等が作成する計算書類等の信頼性を確保して、資金調達力を向上させ、

中小企業等の財務経営力の強化を図ることが、経営力向上の促進のために重要であると

の観点から、中小企業等に対し、「中小企業の会計に関する基本要領」又は「中小企業

の会計に関する指針」その他会計ルールに拠った信頼性のある計算書類等の作成及び活

用を推奨する。 

７ 中小企業等の規模に応じた計画認定 

国は、中小企業等による幅広い取組を促すため、中小企業等の規模に応じて柔軟に

計画認定を行うものとする。 

８ 中小企業等の事業承継の円滑化に向けた環境整備 

国は、中小企業等が事業承継を契機として経営力向上に向けた取組を行うことがで

きるよう、中小企業等が事業承継を円滑に行うことができる環境を整備するものとす

る。 

第５ 事業分野別経営力向上推進業務に関する事項 

認定事業分野別経営力向上推進機関には、１に掲げる要件を満たし、かつ、２に掲げる

業務を行うための知見及び能力を有することを求める。 

１ 要件 

一 組織体制 
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イ 窓口となる拠点を有していること。 

ロ 常勤職員が二名以上いること。 

ハ 卸売業又は小売業の振興に係る会合を一年に一回以上開催していること。 

ニ 事業分野別経営力向上推進業務に相当する業務に係る一年以上の実務経験を含む

三年以上の普及啓発及び研修又は調査研究に係る実務経験を有している者により、

２に掲げる業務を行うこと。 

ホ 事業分野別経営力向上推進業務を行う者が中核となって、人材管理の適切な実施等

を通じ、自らの監督と責任の下に下部組織等を活用して、事業分野別経営力向上推進

業務を実施する体制を有していること。 

二 事業基盤 

イ 参加事業者数が二十以上であること。 

ロ 参加事業者の名簿を作成しており、かつ、その連絡先を保有していること。  

ハ 自治体からの財政的支援、会員からの会費収入、自主事業による収入その他の適 

切な収入基盤を有していること。 

ニ 決算報告書等、事業基盤の健全性を確認できる書類等を作成していること。 

２ 業務 

一 本指針に定めた事項に関する普及啓発及び研修 

イ ロの研修事業等の成果について、セミナーの開催並びに会報及びウェブサイト

による情報の発信を図ること。 

ロ 企業経営者又は実務担当者に対し、本指針に定めた事項に関する研修事業等（事業

分野の振興のための講演会、経営者セミナー、次世代経営者勉強会、国内外の大学と

連携した経営者育成プログラム、酒類販売管理研修等）を一年に一回以上行うこと。 

二当該事業分野における経営力向上に関する最新の知見に関する情報の収集、整理及

び分析並びに調査研究等 

売上高等についての事業分野の動向に関する調査、成功事例の調査、事業分野に関

する海外の動向に関する調査その他の事業分野の発展に寄与する調査を一年に一回

以上行っていること。 

３ 事業分野別経営力向上推進業務の実施に当たって配慮すべき事項

一  国が配慮すべき事項 

イ  国は、地域における中小企業等の支援の担い手を多様化・活性化し、中小企業

等に対して専門性の高い支援を行うための支援体制の充実を図るものとする。 

ロ 国は、事業分野別経営力向上推進業務を行う者に対して、必要な制度概要等の周

知徹底に努めるものとする。 

ハ 国は、事業分野別経営力向上推進業務を行う者が認定の申請を行う際に必要

となる書類の簡素化に努めるものとする。 

ニ 国は、認定事業分野別経営力向上推進機関に対して、政策評価の観点から、定期 
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的に事業分野別経営力向上推進業務の実施状況や成果について、任意の調査等を

実施するものとする。 

ホ 国は、認定事業分野別経営力向上推進機関に対する任意の調査等の結果、個々

の認定事業分野別経営力向上推進機関の特性等を踏まえ、必要に応じ、当該認定事

業分野別経営力向上推進機関の事業分野別経営力向上推進業務の成果について報

告を求める等により、当該認定事業分野別経営力向上推進機関による支援体制の

状況等を把握するものとする。 

二 認定事業分野別経営力向上推進機関が配慮すべき事項 

イ 認定事業分野別経営力向上推進機関は、事業分野別経営力向上推進業務の実施に

当たって、合理的な理由なく、特定の事業者を支援対象から外すことのないようにす

ること。 

ロ 認定事業分野別経営力向上推進機関は、業務上知り得た秘密の保持による信頼

の確保を図ること。 

三 独立行政法人中小企業基盤整備機構が配慮すべき事項 

独立行政法人中小企業基盤整備機構は、認定事業分野別経営力向上推進機関の依

頼に応じて、技術、海外展開、広域的販路開拓、商業活性化、知財管理等に関し専門的

な知識を有する専門家の派遣等の協力業務を行うこと。 

第６ 適用範囲 

本指針の適用範囲は、日本標準産業分類に定めるもののうち、大分類 Ⅰ卸売業、小売

業（小分類五三三石油・卸売業及び六〇五燃料小売業は除く。）に掲げるものととする。 


